様式第１号（第４条第１項関係）
平成　年　月　日

茨城県知事　　橋　本　　昌　　殿

住　　　　所　
氏名又は名称　
代表者名　　　　　　　　　　印
茨城空港連絡バス運行事業費補助対象事業者登録申込書
　　茨城空港連絡バス運行事業費補助事業に係る補助対象事業者として登録したいので，茨城空港連絡バス運行事業費補助金交付要項第４条第１項の規定により，関係書類を添えて，下記のとおり申し込みます。
記

１　運行ルート
	出発地
	到着地

	
	


２　県内の支店・営業所の所在地等
	支店・営業所名
	所在地
	電話番号

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


３　事前予約に使用する電話番号・ＨＰ：ＵＲＬ
	電話番号
	　　　　

	ＨＰ（ＵＲＬ）
	


４　使用するバスの明細
	車種区分
	登録番号
	年式
	定員
	営業所名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


５　本事業に係る連絡先
	職氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	
	E:mail
	


６　添付書類
　○協定書
　○道路運送法第４条「一般乗合旅客自動車運送事業」許可書（写）又は「一般貸切旅客自動車運送事業乗合旅客運送」許可書（写）

　○運送約款（写）
　○その他必要と認める書類

様式第２号（第４条第３項関係）

平成　年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　　殿
茨城県知事　　橋　本　　昌　　

茨城空港連絡バス運行事業費補助事業登録通知書
平成　年　月　日付けで申込みのあった茨城空港連絡バス運行事業費補助事業への登録については，茨城空港連絡バス運行事業費補助金交付要項第４条第　３項の規定により登録しましたので通知します。
様式第３号（第６条関係）

平成　年　月　日

茨城県知事　　橋　本　　昌　　殿

住　　　　所　

氏名又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　印
茨城空港連絡バス運行事業費補助金交付申請書

　　標記補助金の交付を受けたいので，茨城空港連絡バス運行事業費補助金交付要項第６条の規定により，関係書類を添えて、下記のとおり申請します。
記

	１事業期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	２交付申請額
	金　　　　　　　　　　　 円

	
	算出根拠
	①便あたり運行経費

総運行経費（実績ﾍﾞｰｽ）　　　円÷総運行便数　　　便＝　　　　円／便
②総運行経費（交付申請額算出ﾍﾞｰｽ）

　便あたり運行経費（　①　円又は28,000円）×総運行便数　　　便＝　　　　　円
※いずれか低い額を○で囲む

③交付申請額

　総運行経費（交付申請額算出ﾍﾞｰｽ）　②　円－総運賃収入　　　円＝　　　　　円

	３助成金振込先
	振込銀行名　　　　
	　　　　　　　銀行　　　　　支店

	
	口座種別・口座番号
	普通・当座

	
	EQ \* jc0 \* "Font:HG丸ｺﾞｼｯｸM-PRO" \* hps14 \o(\s\up 12(フ　リ　ガ　ナ),名　義　人)
	


４　添付書類：総運行経費、総運賃収入及び総運行便数を証明する書類ほか
様式第４号（第７条関係）

平成　年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　　殿

茨城県知事　　橋　本　　昌　　

茨城空港連絡バス運行事業費補助金交付決定通知書

平成　年　月　日付けで交付申請のあった標記補助金について，下記のとおり交付決定しましたので，茨城空港連絡バス運行事業費補助金交付要項第７条の規定により通知します。
記

１　交付申請額　　　　金　　　　　　　　　　　　円

２　交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　　　円
様式第５号（第８条関係）

平成　年　月　日

茨城県知事　　橋　本　　昌　　殿

住　　　　所　

氏名又は名称　

代表者名　　　　　　　　　　印
茨城空港連絡バス運行事業　　　月分実績報告書

　　　月分の運行実績については，茨城空港連絡バス運行事業費補助金交付要項第８条の規定により，下記のとおり報告します。

記

	総乗客数（人）
	運　行

便　数

（便）
	平　均

乗客数
(人/便)

	
	航空機利用者
	航空機利用者以外
	
	

	
	利用者数

(人)
	割合

(％)
	運賃収入
（円）
	利用者数

(人)
	割合

(％)
	運賃収入
（円）
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※上記を裏付ける輸送実績日報を添付すること

